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はじめに

É 家賃支援給付金の申請方法は、WEB上での「電子申請」を基本とします。

É WEB上での「電子申請」は、家賃支援給付金 WEB申請用ログイン画面から
申請してください。

WEB申請用ログイン画面：https://reception.yachin -shien.go.jp/login

É 電子申請の方法がわからない方、できない方に限定して申請サポート会場にて
スタッフが電子申請の入力サポートをおこないます。

É 本冊子では、申請サポート会場にて申請をおこなう申請者の方にご準備いただく
書類と、申請補助シートの記入のしかたについてご説明します。

申請要件を確認し書類を準備１

ご準備いただいた書類をもとに
「申請補助シート」を記入２

手続用ログインID /パスワードを
家賃支援給付金 WEB申請用ログイン画面で取得
※手続用メールアドレスをおもちでWEBアクセスが可能な方が対象

3

WEBまたは電話予約窓口へのお電話にて
申請サポート会場の来場日を予約4

予約日に、予約した申請サポート会場に来場5

申請のながれ（概略）
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１．申請概要
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É 家賃支援給付金は、売上要件と賃貸借契約に関する条件をすべて
満たしている場合、申請が可能となります。

É すべての条件を満たしているか、□に✔を入れてご確認ください。

賃貸借契約に関する条件

自己取引でないこと
※自己取引とは、賃貸人（かしぬし）と賃借人（かりぬし）が実質的に同一人物と
なる取引

親族間取引でないこと
※親族間取引とは、賃貸人（かしぬし）と賃借人（かりぬし）が配偶者または
一親等以内となる取引

同一契約内にあるすべての物件を転貸（又貸し）していないこと
※物件の転貸（又貸し）とは、借りている物件を別の人に貸すこと

2020年3月31日の時点で、有効な賃貸借契約があること

申請日時点で、有効な賃貸借契約があること

申請日より直前3か月間の賃料の支払いの実績があること

売上要件

2019 年12月31日以前（特例D【2020 年新規開業特例】を用いる
場合は、2020 年３月３１日以前）から事業収入（売上）を得ており、
今後も事業継続意思があること

新型コロナウイルス感染症の影響などにより、2020年5月～2020年
12月において以下のいずれかに該当すること

いずれか1か月の売上が前年同月※と比較して50％以上減って
いること

連続する3か月の売上の合計が前年同期間※の合計と比較
して30％以上減っていること

他人の土地・建物をご自身で営む事業のために直接占有し、使用・収益
（物を直接に利活用して利益・利便を得ること）をしていることの対価
として、賃料の支払いをおこなっていること

申請できる方（原則）

6

※ 例外を用いる場合、例外ごとに定める月・期間と比べるものとする



申請できる方（例外）
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特例A【2019 年新規開業特例】

特例B【罹災（りさい）特例】

2018年または2019年に発行された罹災証明書などをもつ方

特例C【事業承継特例】

2020年1月1日から4月1日までの間に事業承継を受けた方

または2020年4月2日以降に死亡による事業承継を受けた方

注）2019 年に事業承継を受けた方は、特例A【2019 年新規開業特例】の適用が

可能です（要件は特例Aに準じる）

É 前ページの売上要件を満たしていない場合でも、以下にあてはまる方は、
給付の対象となる可能性があります。

É ただし、原則の要件にあてはまる場合の申請に比べて、申請内容の確認に
時間がかかります。

É 複数の特例の要件に該当する場合、あてはまる特例に必要な書類を
すべてご準備ください。

特例D【2020 年新規開業特例】

2020年1月1日から2020年3月31日の間に開業した方、

2019 年中（2019 年1月1日から2019 年12月31日までの間）に新規
開業したものの、2019年の売上が存在しない（０円である） 方

2019 年の以下の期間内に開業した方

《青色申告決算書（月次の売上がわかるもの）を提出している方》

Å売上が減った月（または連続する3か月の最初の月）に対応する
2019年の同じ月から2019年12月31日までの間

《それ以外の方》

Å2019年1月1日から2019年12月31日までの間

注）2019 年中に新規開業したものの、2019 年の売上が存在しない（０円である）
方は、特例D【2020 年新規開業特例】の適用が可能です



申請期間

É 家賃支援給付金の申請期間は以下となります（8月28日時点） 。

8

家賃支援給付金の申請期間は2020年7月14日から2021年1月15日
までです。

申請期間

2020 2021

7Ὦ 8Ὦ 9Ὦ 10Ὦ 11Ὦ 12Ὦ 1Ὦ

申請期間
2020年7月14日から2021年1月15日

7月14日
開始

1月15日
締め切り



2. 必要な書類と記入例
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はじめにご準備いただくもの
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É 申請の準備にあたり、2種類の「申請補助シート集」（「基本情報と売上
関連情報」と「賃貸借関連情報」）をご確認のうえご記入ください。

É 「賃貸借関連情報」のシート集は賃貸借契約ごとに準備が必要です。
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É 「申請補助シート集」の「基本情報と売上関連情報」で申請に必要な書類
について説明します。

誓約書と売上関連

必要な書類を確認
するためのシート
（例外申告を含む）



誓約書
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誓約事項の確認

Å日付 ：申請する日の日付をご記入ください。

Å住所 ：申請者（あなた）の本人確認書類に記載の住所をご記入ください。

Å名称 ：申請補助シートに記入する屋号（雅号）をご記入ください。屋号
（雅号）がない場合は、無記入としてください。

Å代表者名：申請者（あなた）が代表者名を自署してください。

1

É 「誓約書」は自筆の署名と申請日付を記入のうえ、ご提出ください。

É 誓約書内容の補足説明は90、91ページをご確認ください。
原
則
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規
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業
特
例
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事
業
承
継
特
例

賃
貸
借
契
約
関
連

2
0
2
0
年

新
規
開
業
特
例

A

D1



申請の種類と売上関連書類の確認方法

É 「②特例申告と売上関連で必要な書類一覧」について、ご自身の事業の
申請の種類（原則・例外）を確認し、必要となる提出書類をご確認
ください。

申請の種類（原則・例外）の確認
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シートの左側で
原則か例外かを
申告します

ご自身の事業が原則の要件にあてはまるか、例外の要件にあてはまるかを6、7
ページで確認したうえで、該当する□に✔を入れてください。なお、例外の場合、
原則の要件にあてはまる場合の申請に比べて、申請内容の確認に時間が
かかります。

（例）特例A【2019 年新規開業特例】にあてはまる場合

申請の種類に関する説明を確認し、左の□に✔を入れます。
記入された❶、❷、❸、❹と❺または❻が、申請に必要な書類です。

✔

該当する申請の
種類に✔を入れます
（複数の特例があて
はまる場合、すべての
□に✔を入れる）

原
則
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申請の種類と売上関連書類の確認方法

売上関連書類の確認

É 申請の種類（原則・例外）を確認後、必要な売上関連書類を確認します。

ご自身の事業に必要な売上関連書類を確認し、準備できたら□に✔を
入れてください。

（例）特例A【2019 年新規開業特例】の場合、❶、❷、❸、❹と❺または❻
が申請に必要な書類です。

前ページで確認した数字をシートの右側で確認します。
必要な書類を準備し、シートの□に✔を入れます。
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シートの真ん中と
右側で必要な書類を

確認します

✔

✔

✔

✔

✔

原
則
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2
0
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0
年

新
規
開
業
特
例

A

D

必要な書類を確認し、
準備できたらこちらの
□に✔を入れます



É 申請の種類（原則・例外）に応じて必要となる書類が異なります。

É 該当する書類をご確認のうえ、各書類の詳細ページへお進みください。

É ご自身の申請の種類をもとに必要な書類をご準備ください。

É シート集の付録「提出書類の確認」でも必要書類がご確認いただけます。
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売上関連書類の構成

売上関連で必要な書類

確定申告を
おこなっている方

確定申告を
おこなっていない方

17ページへ 18ページへ

例外

A B C D

原
則

2
0
1
9
年

新
規
開
業
特
例

罹
災
特
例

事
業
承
継
特
例

2
0
2
0
年

新
規
開
業
特
例

❶ 売上がわかる書類

●
17,18
ページ

●
17,18
ページ

●
17,18
ページ

●
17,18
ページ

-

❷
売上が減った月・期間
の売上台帳など

●
24ページ

●
24ページ

●
24ページ

●
24ページ

-

❸
申請者名義の振込先
口座通帳の写し

●
25ページ

●
25ページ

●
25ページ

●
25ページ

●
25ページ

❹ 本人確認書類
●

26ページ
●

26ページ
●

26ページ
●

26ページ
●

26ページ

❺
個人事業の開業・廃業等
届出書

-
●注

27ページ
-

●
28ページ

●注

27ページ

❻ 事業開始等申告書 -
●注

29ページ
- -

●注

29ページ

❼ 罹災証明書など - -
●

30ページ
- -

❽
家賃支援給付金に係る収入等
申立書（個人事業者等向け）

- - - -
●

31ページ

注 特例A、Dでは❺、❻がない場合、「開業日、所在地、代表者、業種、書類の提出日の記載のある
書類」をご提出ください。

特例D

25ページへ
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特
例
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D



¸ 収受日付印が押印されている、または電子申告の日時・受付番号の記載がある確定
申告書別表一の控え（1枚）をご提出ください。

¸ 収受日付印の押印または電子申告の日時・受付番号の記載がある確定申告書第一
表の控え（1枚）が提出できない場合、収受日付印や電子申告の日時・受付番号の
ない確定申告書第一表に加え、e-Taxの受信通知または納税証明書（その２
所得金額用）をご提出ください。

確定申告書第一表の控え（1枚）

É 確定申告をおこなっている場合、「確定申告書第一表」の控え（1枚）を
ご準備ください。

確定申告書第一表の控え
特例B【罹災特例】：

Å罹災証明書などの発行年の前年の
確定申告書第一表の控えをご提出
ください。

例：罹災証明書などの発行年が
2018 年の場合、2017 年の確定
申告書第一表をご提出ください。

特例C【事業承継特例】：

Å前事業者の名義であることをご確認
ください。

e-Tax受信通知 納税証明書

e-Tax受信通知または納税証明書

2018年の確定申告書第一表の控え（1枚）（原則申請のみ）

¸ 2019 年分の確定申告が完了していない場合、2018年の確定申告書第一表
（収受日付印の押印や電子申告の日時・受付番号があること）の控え（1枚）を
ご提出ください。

17

※記載されているマイナンバー（個人
番号）は黒塗りし、読み取れないよう
にしてからご提出ください

特例Cで
死亡による事業承継
を受けた方

それ以外の方

20～22ページへ 24ページへ

売上関連書類の詳細 ❶売上がわかる書類

収受日付印

原
則
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A

D

確定申告の際に
青色申告決算書を
提出している方

23ページへ



¸ 2019 年の住民税の申告書類の控えがあり、その表に収受日付印が押印されている
場合、本書類をご提出ください。

É 確定申告をおこなっていない場合、「住民税の申告書類」をご準備ください。

住民税の申告書類の控え

住民税の納税証明書

特例B【罹災特例】：

Å罹災証明書などの発行年の前年の
住民税の申告書類の控えをご提出
ください。

例：罹災証明書などの発行年が
2018 年の場合、2017 年の住民税
の申告書類の控えをご提出ください。

特例C【事業承継特例】：

Å前事業者の名義であることをご確認
ください。

収受日付印

住民税の納税証明書

2018 年の住民税の申告書類控え（原則申請のみ）

住民税の申告書類の控え

18

※記載されているマイナンバー（個人
番号）は黒塗りし、読み取れないように
してから提出してください

売上関連書類の詳細 ❶売上がわかる書類

¸ 収受日付印が押印された住民税の申告書類の控えを提出できない場合、収受日付印
のない住民税の申告書類の控えに加え、住民税の納税証明書をご提出ください。

¸ 2019 年の住民税の申告が完了していない場合、2018年の住民税の申告書類
（収受日付印の押印があること）の控えをご提出ください。
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特例C
死亡による事業承継
を受けた方

それ以外の方

20～22ページへ 24ページへ



売上関連書類の詳細

19

特例C【事業承継特例】
死亡による事業承継を受けた方に必要な追加書類

¸ 以下の赤枠で示した内容をすべて満たし、税務署受付印が押印されている、または電子
申告の日時・受付番号の記載がある［e-Taxを用いて提出した場合には、受信通知
（メール詳細）も提出］「所得税の青色申告承認申請書」をご提出ください。

所得税の青色申告承認申請書

É 特例C【事業承継】が適用される方で、2020 年4月2日以降、死亡による
事業承継をおこなった場合、以下のいずれかをご準備ください。

Å 所得税の青色申告承認申請書

Å 個人事業者の死亡届

Å 準確定申告書の控え

所得税の青色申告承認申請書

「５相続による事業承継の有
無」
有が選択されている

「相続開始年月日」
申請日以前である

「被相続人の氏名」
前事業者と一致している

税務署受付印が押印されている
［e-Taxを用いて提出した場合、
受信通知（メール詳細）も
提出］

※ 同一の事業者に係る書類に基づく給付は、一度しか受けられません。
例）前事業者Ａが死亡する前に給付を受けていた場合、Ａの事業を承継したＢは、
Ａの確定申告書類に基づいて給付を受けることはできません。
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確定申告の際に
青色申告決算書を
提出している方

それ以外の方

23ページへ 24ページへ



売上関連書類の詳細
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特例C【事業承継特例】
死亡による事業承継を受けた方に必要な追加書類

¸ 以下の赤枠で示した内容をすべて満たし、収受印が押印されている、または電子申告の
日時・受付番号の記載がある［e-Taxを用いて提出した場合には、受信通知（メール
詳細）も提出］「個人事業者の死亡届出書」をご提出ください。

個人事業者の死亡届出書

個人事業者の死亡届出書

「死亡年月日」
申請日以前である

「参考事項」の「事業承継の
有無」
有が選択されている

「参考事項」の「事業承継者」
申請者の氏名と一致している

収受印が押印されている
［e-Taxを用いて提出した場合、
受信通知（メール詳細）も
提出］

原
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※死亡届書に記載されている
マイナンバー（個人番号）は
黒塗りし、読み取れないように
してからご提出ください

確定申告の際に
青色申告決算書を
提出している方

それ以外の方

23ページへ 24ページへ



♃
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¸ 以下の赤枠で示した内容をすべて満たし、税務署の収受日付印が押印されている、
または電子申告の日時・受付番号の記載がある（e-Taxを用いて提出した場合には、
受信通知（メール詳細）も提出）「準確定申告書」の控えをご提出ください。

¸ 準確定申告書の控えの「氏名」の欄に相続人として申請者の氏名が記載されていない場
合、加えて「所得税及び復興特別所得税の確定申告書付表」をご提出ください。

売上関連書類の詳細

準確定申告書の控え

準確定申告書の控え

「死亡年月日」
申請日以前の日が記載されて
いる

「氏名」
相続人として申請者の氏名が
記載されている

※申請者の氏名が記載され
ていない場合、「所得税
及び復興特別所得税の
確定申告書付表」
（次ページ）の提出が追加
で必要となります

21

特例C【事業承継特例】
死亡による事業承継を受けた方に必要な追加書類

※記載されているマイナンバー
（個人番号）は黒塗りし、
読み取れないようにしてから
提出してください
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確定申告の際に
青色申告決算書を
提出している方

それ以外の方

23ページへ 24ページへ

準確定申告書の
氏名欄に申請者の
氏名がない方
22ページへ

税務署の収受日付印が押印さ
れている［e-Taxを用いて提出
した場合、受信通知（メール
詳細）も提出］



売上関連書類の詳細

22

特例C【事業承継特例】
死亡による事業承継を受けた方に必要な追加書類

¸ 以下の赤枠で示した内容をすべて満たし、受付印が押印されている、または電子申告の
日時・受付番号の記載がある［e-Taxを用いて提出した場合には、受信通知（メール
詳細）も提出］所得税及び復興特別所得税の確定申告書付表をご提出ください。

所得税及び復興特別所得税の確定申告書付表

所得税及び復興特別所得税の確定申告書付表

「５ 相続人等に関する事項」
申請者の氏名が記載されて
いる

※記載されているマイナンバー
（個人番号）は黒塗りし、
読み取れないようにしてから
提出してください

É 前ページの準確定申告書の控えの「氏名」の欄に相続人として申請者の
氏名が記載されていない場合、準確定申告書の控えに加えて「所得税
及び復興特別所得税の確定申告書付表」をご提出ください。原

則
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確定申告の際に
青色申告決算書を
提出している方

それ以外の方

23ページへ 24ページへ

受付印が押印されている
［e-Taxを用いて提出した場合、
受信通知（メール詳細）も
提出］



¸ 2019年の所得税青色申告決算書の控え（2枚）をご提出ください。

売上関連書類の詳細 ❶売上がわかる書類

所得税青色申告決算書の控え（2枚）

É 2019 年に確定申告をおこなった際に、１か月あたりの売上を記載していた
場合のみ「所得税青色申告決算書」の控え（2枚）をご準備ください。
※青色申告をしている方が対象

所得税青色申告決算書の控え

23

※本書類がない場合は提出不要ですが、売上要件の計算が不利になることが
あります。

24ページへ
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¸ 2020 年の対象月・期間の事業収入額がわかる書類であれば、様式（フォーマット）の
指定はありません。

売上関連書類の詳細 ❷売上が減った月・期間の売上台帳など

売上が減った月・期間の売上台帳など

É 特例D【2020 年新規開業特例】を除くすべての申請者の方は、❷「売上
が減った月・期間の売上台帳など」をご準備ください。

É 特例D【2020 年新規開業特例】が適用される方は、「家賃支援給付金に
係る収入等申立書（個人事業者等向け）」に、2020 年の事業による
売上（収入）金額を記入していただくため、別途2020年の売上台帳など
を提出する必要はありません。

売上が減った月・期間の売上台帳など

24

25ページへ
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売上関連書類の詳細 ➌申請者本人名義の振込先口座通帳の写し

申請者本人名義の振込先口座通帳の写し

É すべての申請者の方は、❸「申請者本人名義の振込先口座通帳の写し」
をご準備ください。

申請者本人名義の振込先口座通帳の写し

¸ 振込先の金融機関名・金融機関コード、支店名、支店コード、種別（普通・当座）、
口座番号、口座名義人の情報がわかる通帳の写しなどをご提出ください。

通帳の表紙 通帳を開いた1・2ページ目

電子通帳 画面コピー

25

※コピー画像が不鮮明な場合や、金融機関名・金融機関コード、支店名、支店
コード、種別（普通・当座）、口座番号、口座名義人が１つでも確認
できない場合、給付金のお振込みができません。

４５６０４７９ ○○○○ 様

26ページへ

または
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¸ 住所、氏名、明瞭な顔写真のある以下(1)～(4) のいずれかをお持ちください。

¸ 上記(1) ～(4) を保有していない場合、(5) または(6) のいずれかをお持ちください。

売上関連書類の詳細 ➍本人確認書類

本人確認書類

É すべての申請者の方は、➍「本人確認書類」をご準備ください。

本人確認書類

本人確認書類

26

特例B

30ページへ

特例A, D

27, 29 ページへ

原則

33ページへ

特例C

28ページへ

原
則

2
0
1
9
年

新
規
開
業
特
例

Ｂ

罹
災
特
例

Ｃ

事
業
承
継
特
例

賃
貸
借
契
約
関
連

2
0
2
0
年

新
規
開
業
特
例

A

D



¸ 以下の赤枠で示した内容をすべて満たした「個人事業の開業・廃業等届出書」をご提出
ください。

売上関連書類の詳細 ➎個人事業の開業・廃業等届出書

個人事業の開業・廃業等届出書

É 特例A【2019 年新規開業特例】、特例D【2020 年新規開業特例】が
適用される方は、➎「個人事業の開業・廃業等届出書」をご準備ください。

※特例A【2019 年新規開業特例】、特例D【2020 年新規開業特例】で
書類❻「事業開始等申告書」を提出できる場合、本書類の提出は不要
です。

個人事業の開業・廃業等届出書

開業日、所在地、代表者、業種、書類の提出日の記載のある書類

税務署受付印が押印されている
［e-Taxを用いて提出した場合、受信
通知（メール詳細）を添付している］

¸ ➎「個人事業の開業・廃業等届出書」、❻「事業開始等申告書」をご準備できない
場合、かわりに「開業日、所在地、代表者、業種、書類の提出日の記載のある書類」を
ご提出ください。

27

「提出日」

特例A【2019年新規開業特例】：

2020年4月1日以前

特例D【2020年新規開業特例】：

2020年5月1日以前

（2019年中に新規開業した方で、
2019年の売上が存在しないため、この
特例を利用される場合、2020年4月
1日以前）

「届出の区分」「開業」が選択

特例D

31ページへ

特例A

33ページへ
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「開業・廃業等日」に記載した開業日

特例A【2019年新規開業特例】：

《青色申告決算書（月次の売上がわかるもの）を提出できる場合》

売上が減った月（または連続する3か月の最初の月）に対応する2019年の同じ月
から2019年12月31日まで

《上記以外の場合》

2019年の1月1日から2019年12月31日まで

特例D【2020年創業特例】：

2020年1月1日から3月31日まで

（2019 年中に新規開業した方で、2019 年の売上が存在しないため、この特例を
利用される場合、特例A【2019 年新規開業特例】に準じる）



¸ 以下の赤枠で示した内容をすべて満たした「個人事業の開業・廃業等届出書」をご提出
ください。

売上関連書類の詳細 ➎個人事業の開業・廃業等届出書

個人事業の開業・廃業等届出書

É 特例C【事業承継特例】が適用される方は、➎「個人事業の開業・廃業等
届出書」をご準備ください。

個人事業の開業・廃業等届出書

税務署受付印が押印されている
［e-Taxを用いて提出した場合、受信
通知（メール詳細）を添付している］

28

「提出日」
開業日から1か月以内
ただし、前事業者の死亡による事業
承継である場合、開業日から1か月超
であったとしても、その死亡の日から
申請日までの間であれば、追加書類
（p19～22参照）の提出により申請
が可能

「届出の区分」
「開業」が選択されており、
2019年分の確定申告書類の控えに
記載してある住所・氏名からの事業の
引継ぎがおこなわれていることが明記
されている

33ページへ

「開業・廃業等日」
開業日が2020年1月1日から
2020年4月1日までの間
ただし、前事業者の死亡による事業
承継である場合、開業日が2020 年
4月2日以降であっても、その死亡の
日から申請日までの間であれば、
追加書類（p19～22参照）の提出に
より申請が可能
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売上関連書類の詳細 ➏事業開始等申告書

事業開始等申告書

É 特例A【2019 年新規開業特例】、特例D【2020 年新規開業特例】が
適用される方は、❻「事業開始等申告書」をご準備ください。

※ 書類❺「個人事業の開業・廃業等届出書」を提出できる場合、本書類
の提出は不要です。

¸ 以下の赤枠で示した内容をすべて満たした「事業開始等申告書」をご提出ください。

事業開始等申告書の控え

開業日、所在地、代表者、業種、書類の提出日の記載のある書類

受付印が押印されている

¸ ➎「個人事業の開業・廃業等届出書」、❻「事業開始等申告書」をご準備できない
場合、かわりに「開業日、所在地、代表者、業種、書類の提出日の記載のある書類」を
ご提出ください。

29

「申告日」

特例A【2019年新規開業例】：

2020年4月1日以前

特例D【2020年新規開業例】：

2020年5月1日以前

（2019 年中に新規開業した方で、
2019 年の売上が存在しないため
この特例を利用される場合、
2020年4月1日以前）

「開始・廃止・変更等の年月日」に記載した開始日

特例A【2019年新規開業特例】：

《青色申告決算書（月次の売上がわかるもの）を提出できる場合》

売上が減った月（または連続する3か月の最初の月）に対応する2019年の同じ月
から2019年12月31日までの間

《上記以外の場合》

2019年の1月1日から2019年12月31日までの間

特例D【2020年新規開業特例】：

2020年1月1日から3月31日までの間

2019 年中に新規開業した方で、2019 年の売上が存在しないため、この特例を
利用される場合、特例A【2019 年新規開業特例】に準じる）
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特例D

31ページへ

特例A

33ページへ



¸ 以下の赤枠で示した内容をすべて満たした「罹災証明書など」をご提出ください。

売上関連書類の詳細 ➐罹災証明書など

罹災証明書など

É 特例B【罹災特例】が適用される方は、❼「罹災証明書など」をご準備
ください。

罹災証明書など 罹災証明書の名称は地方
公共団体により異なる場合
がある

発行年が2018年または
2019年である

30

33ページへ
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¸ 家賃支援給付金に係る収入等申立書は、「申請補助シート集」に入っています。

¸ 必要事項を記入のうえ、記入した事業収入について税理士の確認を受けてください。

¸ なお、持続化給付金の申請も行っている方は、本書類に加え、同じ期間の事業収入が
記入されている税理士が確認済みの「持続化給付金に係る収入等申立書（個人
事業者等向け）」を提出することで、税理士の確認に代えることができます。

売上関連書類の詳細

家賃支援給付金に係る収入等申立書（個人事業者等向け）

É 特例D【2020 年新規開業特例】が適用される方は、「家賃支援給付金に
係る収入等申立書（個人事業者等向け）」をご準備ください。

31

33ページへ
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❽家賃支援給付金に係る収入等申立書
（個人事業者等向け）

日付は、本書類を記入した日として
ください

申請者の自署による署名、住所、
連絡先をご記入ください

2020 年の売上が減った月または
期間を記入してください
※記入できるのは2020 年5月
から申請日の属する月の前月
までの1か月または連続する
3か月

開業日の属する月（2019 年に
開業した場合は1月）から2020 年
の売上の減った月または期間の
最終月までの各月の事業による
売上（収入）金額を一の位まで
記入してください
※確定申告に用いるすべての事業
収入の合計額を記入して
ください。一部の事業について
のみ記入することは認められ
ません

収入等申立書（個人事業者等向け）

「3. 事業による売上（収入）」が
正しいことを税理士が確認したうえ
で、

Å署名または記名・押印

Å事務所名称

Å事務所住所

Å税理士登録番号

の記入を受けてください



32



基本情報と売上関連情報の記入例

É 「申請補助シート集」の「基本情報と売上関連情報」で申請シートへの
記入例について説明します。

33

申請に必要な
情報を記入する
ためのシート



基本情報の記入例

基本情報

2

1

2

日本標準産業分類について、詳細は、「日本の公的統計における産業分類を定めた
総務省告示（https://www.e -stat.go.jp/classifications/terms/10 ）」を
ご参照ください。

※WEBへのアクセスが困難であり、事業の業種が確認できない場合は、空欄のままに
してください。

1

Å屋号（または雅号）とは、個人事業者の方が使用する商業上の名です。
個人事業者の方は、商店名などをご記入ください。

Å雅号とは、著述家、画家、書家、芸能関係者などが本名以外につける別名のこと
です。

É ③「基本情報」シートの記入例です。

É ❶「売上がわかる書類」（17, 18 ページ）を参照のうえ、ご記入ください。

É 各項目を記入すると同時に、提出する書類の引用部分を枠で囲ってください。

34
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基本情報の記入例

申請者の情報・確定申告書の名義

É ❶「売上がわかる書類」（17, 18 ページ）を参照のうえ、ご記入ください。
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基本情報の記入例

給付金支払い先口座情報

1

1

É ❸「申請者本人名義の振込先口座通帳の写し」（25ページ）を参照の
うえ、ご記入ください。

36

一般の金融機関を利用されている方

提出する通帳（1-2ページ目）をご確認いただき、金融機関コードおよび支店
コードをご記入ください。

ゆうちょ銀行を利用されている方

「記号・番号」ではなく、銀行使用欄に記載の「店名・店番・預金種目・口座番号」
をご記入ください。

不明な場合、ゆうちょ銀行のホームページなどでご確認ください。

電子通帳を利用されている方

金融機関コードおよび支店コードを、インターネットなどでご確認いただき、ご記入
ください。
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売上が減った月の情報

É ④「売上関連情報」シートの記入例です。

É ❷「売上が減った月・期間の売上台帳など」（24ページ）を参照のうえ、
ご記入ください。

2020 年5月から2020 年12月までの間で、売上が減った月を選択してください。

「売上が減った月」とは、「前年同月と比較して50％以上、売上が減った月」のことを
いいます。

1

37

売上関連情報の記入例 【１か月の売上で申請する場合】

400,230

（a）今年度、売上が減った月 西暦 年 月

（b）上記の月間売上 ★注１
（0円の場合、以下理由を選択）

① 円

（c）上記の月間売上が0円であった
場合の理由

□ 休業 □ 売上不振 □
その他
（理由を記入)

「その他」を選んだ理由

1

2 ✓

2020 5

対象月の売上額が0円の場合、「上記の月間売上が0円であった場合の理由」の
□に✔を入れてください。2
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D



É ④「売上関連情報」シートの記入例です。

É ❶「売上がわかる書類」（17, 18 ページ）を参照のうえ、ご記入ください。

売上が減った月の情報

38

売上関連情報の記入例 【１か月の売上で申請する場合】

所得税青色申告決算書に月額記載がない場合や、記載があっても税務署に提出
していない場合、白色申告の場合、「いいえ」を選択してください。1

所得税青色申告決算書を税務署に提出している
（月間売上の記載あり）

□ はい （②を記入） □ いいえ（②’を記入）

（d）前年の(a)と同じ月の売上
★注２

② 円

（d）前年の売上<年額> ★注３ ②’ 円

1

823,190

✓
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Ｃ
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売上が減った期間の情報

É ④「売上関連情報」シートの記入例です。

É ❷「売上が減った月・期間の売上台帳など」（24ページ）を参照のうえ、
ご記入ください。

2020 年5月から2020 年12月までの間で、売上が減った連続する3か月をご記入
ください。

「売上が減った期間」とは、「前年同期間と比較して売上の合計が30％以上、減った
連続する3か月」のことをいいます。

1

ご提出いただく売上台帳に記載された、(a) で記入した売上が減った期間の月と月
ごとの売上金額をご記入ください。2

39

売上関連情報の記入例 【連続する3か月の売上で申請する場合】

（a）今年度、売上が減った期間 西暦 年 月から 月

（b）上記期間の各月間売上
★注１

（上記期間の最後の月の売上が
0円の場合、以下理由を選択）

①

月 円

月 円

月 円

（c）上記期間の最後の月の売上が
0円であった場合の理由

□ 休業 □ 売上不振 □
その他
（理由を記入)

「その他」を選んだ理由

1

2

3

2020 5 7

5

6

7

500,200

520,300

530,200

✓

対象期間の最後の月の売上が0円の場合、「上記期間の最後の月の売上が0円で
あった場合の理由」の□に✔を入れてください。3
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É ④「売上関連情報」シートの記入例です。

É ❶「売上がわかる書類」（17, 18 ページ）を参照のうえ、ご記入ください。

売上が減った期間の情報

40

売上関連情報の記入例 【連続する3か月の売上で申請する場合】

(a) で記入した期間の月と対応する前年の月ごとの売上金額をご記入ください。2

所得税青色申告決算書に月額記載がない場合や、記載があっても税務署に提出
していない場合、白色申告の場合、「いいえ」を選択してください。1

所得税青色申告決算書を税務署に提出している
（月間売上の記載あり）

□ はい （②を記入） □ いいえ（②’を記入）

（d）前年の(a)と同じ期間の売上
★注２

②

月 円

月 円

月 円

（d）前年の売上<年額> ★注３ ②’ 円

1

2

✓

5

6

7

823,190

840,300

819,500
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確定申告書に記載の地代家賃（月額）

地方公共団体からの家賃支援有無

1

2

É ④「売上関連情報」シートの記入例です。

É ❶「売上がわかる書類」（17, 18 ページ）を参照のうえ、ご記入ください。

申請日から6か月以内の期間分の賃料の支援としての、地方公共団体からの支援の
有無については、42ページ〈図1〉をご確認のうえ、□に✔を入れてください。1

複数の地方公共団体から賃料にかかわる支援を受けている場合、合計金額をご記入
ください。2

売上関連情報の記入例
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〈図1〉地方公共団体からの賃料支援期間パターン

【パターンA】

申請日が2020 年８月1日で、申請日以前の賃料として地方公共団体から支援金を受領した

【パターンB】

申請日が2020 年８月1日で、申請日から今後6か月以内の分の賃料として地方公共団体から
支援金を受領することが決定している

【パターンC】

申請日が2020 年8月1日で、申請日をまたがって地方公共団体から支援金を受領している

▼

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

2020 年 2021 年

B

C

A 支援額
10万円

支援額
10万円

支援額
10万円

申請日
（8月1日）

申請日時点から6か月

支援額
10万円

支援額
10万円

支援額
10万円

支援額
10万円

支援額
10万円

支援額
10万円

パターン

地方公共団体から月に10万円で3か月間分の支援を受ける場合

はい

はい

記入
不要

30万円※

20万円※

いいえ

B

C

A

※ 複数の地方公共団体から賃料にかかわる支援を受けている場合、合計金額をご記入ください。

❶への
答え

❷への
答え

地方公共団体からの
賃料にあてるための
支援額（30万円）

地方公共団体からの
賃料にあてるための
支援額（20万円）

売上関連情報の記入例
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売上が減った月の情報

É ④「売上関連情報」シートの記入例です。

É ❷「売上が減った月・期間の売上台帳など」（24ページ）を参照のうえ、
ご記入ください。

2020 年5月から2020 年12月までの間で、売上が減った月を選択してください。

「売上が減った月」とは、「前年同月と比較して50％以上、売上が減った月」のことを
いいます。

1

売上関連情報の記入例 【１か月の売上で申請する場合】

（a）今年度、売上が減った月 西暦 年 月

（b）上記の月間売上 ★注１
（上記期間の最後の月の売上が

0円の場合、以下理由を選択）
① 円

1 2020 5

400,230

対象月の売上額が0円の場合、「上記の月間売上が0円であった場合の理由」の
□に✔を入れてください。2

2

原
則

2
0
1
9
年

新
規
開
業
特
例

Ｂ

罹
災
特
例

Ｃ

事
業
承
継
特
例

賃
貸
借
契
約
関
連

2
0
2
0
年

新
規
開
業
特
例

A

D



44

売上が減った月の情報

É ④「売上関連情報」シートの記入例です。

É ❶「売上がわかる書類」（17, 18 ページ）を参照のうえ、ご記入ください。

売上関連情報の記入例 【１か月の売上で申請する場合】

9,878,280

④「売上関連情報」シートの右側の記載例は41ページをご確認ください。

確定申告書に記載の地代家賃と地方公共団体からの家賃支援有無
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売上が減った期間の情報

1

2

É ④「売上関連情報」シートの記入例です。

É ❷「売上が減った月・期間の売上台帳など」（24ページ）を参照のうえ、
ご記入ください。

2020 年5月から2020 年12月までの間で、売上が減った連続する3か月を選択
してください。

「売上が減った期間」とは、「前年同期間と比較して売上の合計が30％以上、
減った連続する3か月」のことをいいます。

1

2
ご提出いただく売上台帳に記載された、(a) で記入した売上が減った期間の月と月
ごとの売上金額をご記入ください。

売上関連情報の記入例 【連続する3か月の売上で申請する場合】

（a）今年度、売上が減った期間 西暦 年 月から 月

（b）上記期間の各月間売上
★注１

（上記期間の最後の月の売上が
0円の場合、以下理由を選択）

①

月 円

月 円

月 円

2020 5 7

500,2005

6

7

520,300

530,200

3

対象期間の最後の月の売上が0円の場合、「上記期間の最後の月の売上が0円で
あった場合の理由」の□に✔を入れてください。3
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売上が減った期間の情報

É ④「売上関連情報」シートの記入例です。

É ❶「売上がわかる書類」（17, 18 ページ）を参照のうえ、ご記入ください。

売上関連情報の記入例 【連続する3か月の売上で申請する場合】

④「売上関連情報」シートの右側の記載例は41ページをご確認ください。

確定申告書に記載の地代家賃と地方公共団体からの家賃支援有無
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売上が減った月の情報

É ④「売上関連情報」シートの記入例です。

É ❷「売上が減った月・期間の売上台帳など」（24ページ）を参照のうえ、
ご記入ください。

売上関連情報の記入例 【１か月の売上で申請する場合】

400,230

（a）今年度、売上が減った月 西暦 年 月

（b）上記の月間売上 ★注１
（0円の場合、以下理由を選択）

① 円

（c）上記の月間売上が0円であった
場合の理由

□ 休業 □ 売上不振 □
その他
（理由を記入)

「その他」を選んだ理由

1

2 ✓

2020 5

2020 年5月から2020 年12月までの間で、売上が減った月を選択してください。

「売上が減った月」とは、「前年同月と比較して50％以上、売上が減った月」のことを
いいます。

1

対象月の売上額が0円の場合、「上記の月間売上が0円であった場合の理由」の
□に✔を入れてください。2
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売上が減った月の情報

É ④「売上関連情報」シートの記入例です。

É ❶「売上がわかる書類」（17, 18 ページ）を参照のうえ、ご記入ください。

売上関連情報の記入例 【１か月の売上で申請する場合】

所得税青色申告決算書に月額記載がない場合や、記載があっても税務署に提出
していない場合、白色申告の場合、「いいえ」を選択してください。1

所得税青色申告決算書を税務署に提出している
（月間売上の記載あり）

□ はい （②を記入） □ いいえ（②’を記入）

（d）前年の(a)と同じ月の売上
★注２

② 円

（d）前年の売上<年額> ★注３ ②’ 円

1

823,190

✓

④「売上関連情報」シートの右側の記載例は41ページをご確認ください。

確定申告書に記載の地代家賃と地方公共団体からの家賃支援有無
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É ④「売上関連情報」シートの記入例です。

É ❷「売上が減った月・期間の売上台帳など」（24ページ）を参照のうえ、
ご記入ください。

売上関連情報の記入例 【連続する3か月の売上で申請する場合】

売上が減った期間の情報

2020 年5月から2020 年12月までの間で、売上が減った連続する3か月をご記入
ください。

「売上が減った期間」とは、「前年同期間と比較して売上の合計が30％以上、減った
連続する3か月」のことをいいます。

1

ご提出いただく売上台帳に記載された、(a) で記入した売上が減った期間の月と月
ごとの売上金額をご記入ください。2

（a）今年度、売上が減った期間 西暦 年 月から 月

（b）上記期間の各月間売上
★注１

（上記期間の最後の月の売上が
0円の場合、以下理由を選択）

①

月 円

月 円

月 円

（c）上記期間の最後の月の売上が
0円であった場合の理由

□ 休業 □ 売上不振 □
その他
（理由を記入)

「その他」を選んだ理由

1

2

3

2020 5 7

5

6

7

500,200

520,300

530,200

✓

対象期間の最後の月の売上が0円の場合、「上記期間の最後の月の売上が0円で
あった場合の理由」の□に✔を入れてください。3
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É ④「売上関連情報」シートの記入例です。

É ❶「売上がわかる書類」（17, 18 ページ）を参照のうえ、ご記入
ください。

売上関連情報の記入例 【連続する3か月の売上で申請する場合】

売上が減った期間の情報

(a) で記入した期間の月と対応する前年の月ごとの売上金額をご記入ください。2

所得税青色申告決算書に月額記載がない場合や、記載があっても税務署に提出
していない場合、白色申告の場合、「いいえ」を選択してください。1

所得税青色申告決算書を税務署に提出している
（月間売上の記載あり）

□ はい （②を記入） □ いいえ（②’を記入）

（d）前年の(a)と同じ期間の売上
★注２

②

月 円

月 円

月 円

（d）前年の売上<年額> ★注３ ②’ 円

1

2

✓

5

6

7

823,190

840,300

819,500

④「売上関連情報」シートの右側の記載例は41ページをご確認ください。

確定申告書に記載の地代家賃と地方公共団体からの家賃支援有無
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売上が減った月の情報

É ④「売上関連情報」シートの記入例です。

É ❷「売上が減った月・期間の売上台帳など」（24ページ）を参照のうえ、
ご記入ください。

売上関連情報の記入例 【１か月の売上で申請する場合】

400,230

（a）今年度、売上が減った月 西暦 年 月

（b）上記の月間売上 ★注１
（0円の場合、以下理由を選択）

① 円

（c）上記の月間売上が0円であった
場合の理由

□ 休業 □ 売上不振 □
その他
（理由を記入)

「その他」を選んだ理由

1

2 ✓

2020 5

2020 年5月から2020 年12月までの間で、売上が減った月を選択してください。

「売上が減った月」とは、「前年同月と比較して50％以上、売上が減った月」のことを
いいます。

1

対象月の売上額が0円の場合、「上記の月間売上が0円であった場合の理由」の
□に✔を入れてください。2
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売上関連情報の記入例 【１か月の売上で申請する場合】

52

売上が減った月の情報

É ④「売上関連情報」シートの記入例です。

É ❶「売上がわかる書類」（17, 18 ページ）を参照のうえ、ご記入ください。

所得税青色申告決算書に月額記載がない場合や、記載があっても税務署に提出
していない場合、白色申告の場合、「いいえ」を選択してください。1

所得税青色申告決算書を税務署に提出している
（月間売上の記載あり）

□ はい （②を記入） □ いいえ（②’を記入）

（d）前年の(a)と同じ月の売上
★注２

② 円

（d）前年の売上<年額> ★注３ ②’ 円

1

823,190

✓

④「売上関連情報」シートの右側の記載例は41ページをご確認ください。

確定申告書に記載の地代家賃と地方公共団体からの家賃支援有無
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É ④「売上関連情報」シートの記入例です。

É ❷「売上が減った月・期間の売上台帳など」（24ページ）を参照のうえ、
ご記入ください。

売上関連情報の記入例 【連続する3か月の売上で申請する場合】

売上が減った期間の情報

2020 年5月から2020 年12月までの間で、売上が減った連続する3か月をご記入
ください。

「売上が減った期間」とは、「前年同期間と比較して売上の合計が30％以上、減った
連続する3か月」のことをいいます。

1

ご提出いただく売上台帳に記載された、(a) で記入した売上が減った期間の月と月
ごとの売上金額をご記入ください。2

（a）今年度、売上が減った期間 西暦 年 月から 月

（b）上記期間の各月間売上
★注１

（上記期間の最後の月の売上が
0円の場合、以下理由を選択）

①

月 円

月 円

月 円

（c）上記期間の最後の月の売上が
0円であった場合の理由

□ 休業 □ 売上不振 □
その他
（理由を記入)

「その他」を選んだ理由

1

2

3

2020 5 7

5

6

7

500,200

520,300

530,200

✓

対象期間の最後の月の売上が0円の場合、「上記期間の最後の月の売上が0円で
あった場合の理由」の□に✔を入れてください。3
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売上関連情報の記入例 【連続する3か月の売上で申請する場合】
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É ④「売上関連情報」シートの記入例です。

É ❶「売上がわかる書類」（17, 18 ページ）を参照のうえ、ご記入ください。

売上が減った期間の情報

(a) で記入した期間の月と対応する前年の月ごとの売上金額をご記入ください。2

所得税青色申告決算書に月額記載がない場合や、記載があっても税務署に提出
していない場合、白色申告の場合、「いいえ」を選択してください。1

所得税青色申告決算書を税務署に提出している
（月間売上の記載あり）

□ はい （②を記入） □ いいえ（②’を記入）

（d）前年の(a)と同じ期間の売上
★注２

②

月 円

月 円

月 円

（d）前年の売上<年額> ★注３ ②’ 円

1

2

✓

5

6

7

823,190

840,300

819,500

④「売上関連情報」シートの右側の記載例は41ページをご確認ください。

確定申告書に記載の地代家賃と地方公共団体からの家賃支援有無

原
則

2
0
1
9
年

新
規
開
業
特
例

Ｂ

罹
災
特
例

Ｃ

事
業
承
継
特
例

賃
貸
借
契
約
関
連

2
0
2
0
年

新
規
開
業
特
例

A

D



55

売上が減った月の情報

É ④「売上関連情報」シートの記入例です。

É ❽「家賃支援給付金に係る収入等申立書（個人事業者等向け）」
（31ページ）を参照のうえ、ご記入ください。

2020 年5月から2020 年12月までの間で、2020 年の開業月（2019 年新規開業
の場合、2020 年1月）から3月までの売上の平均額と比較して50% 以上売上が
減った月をご記入ください。

1

売上関連情報の記入例 【１か月の売上で申請する場合】

1 2020 5

110,230

対象月の売上額が0円の場合、「上記の月間売上が0円であった場合の理由」の
□に✔を入れてください。2

2
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売上が減った月の情報

É ④「売上関連情報」シートの記入例です。

É ❽「家賃支援給付金に係る収入等申立書（個人事業者等向け）」
（31ページ）を参照のうえ、ご記入ください。

売上関連情報の記入例 【１か月の売上で申請する場合】

④「売上関連情報」シートの右側の記載例は41ページをご確認ください。

確定申告書に記載の地代家賃と地方公共団体からの家賃支援有無
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売上が減った期間の情報

1

2

É ④「売上関連情報」シートの記入例です。

É ❽「家賃支援給付金に係る収入等申立書（個人事業者等向け）」
（31ページ）を参照のうえ、ご記入ください。

2020 年5月から2020 年12月までの間で、2020 年の開業月（2019 年新規
開業の場合、2020 年1月）から3月までの売上の平均額の3か月分と比較して
30% 以上売上が減った連続する3か月をご記入ください。

1

2
ご提出いただく売上台帳に記載された、(a) で記入した売上が減った期間の月と月
ごとの売上金額をご記入ください。

売上関連情報の記入例 【連続する3か月の売上で申請する場合】

3

対象期間の最後の月の売上が0円の場合、「上記期間の最後の月の売上が0円で
あった場合の理由」の□に✔を入れてください。3

2020 5 7

100,2005

6

7

130,300

120,200
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売上が減った期間の情報

É ④「売上関連情報」シートの記入例です。

É ❽「家賃支援給付金に係る収入等申立書（個人事業者等向け）」
（31ページ）を参照のうえ、ご記入ください。

売上関連情報の記入例 【連続する3か月の売上で申請する場合】

④「売上関連情報」シートの右側の記載例は41ページをご確認ください。

確定申告書に記載の地代家賃と地方公共団体からの家賃支援有無
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É 「申請補助シート集」の「賃貸借関連情報で必要な書類一覧」シートの
内容や、申請に必要な賃貸借関連書類について説明します。

賃貸借関連

必要な書類を確認
するためのシート
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賃貸借関連書類の確認方法

É 本シートで、賃貸借契約を証明するために必要となる書類をご確認ください。

É すべての申請者の方に提出いただく書類と、該当する申請者の方に
ご提出いただく書類があるため、ご自身にあてはまるものを本シートでご確認
ください。
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¸ すべての申請者の方に提出していただく書類は、❾と❿です。シートに記載
されている書類のうち、それぞれいずれか1つをご準備ください。

すべての申請者の方にご提出していただく書類

シートの左側で、
すべての申請者の方
に提出いただく書類を
ご確認ください

❾、❿について、シートに記載の書類、
それぞれいずれか1つをご準備ください
必要な書類を準備したら、□に✔を
入れます

✔

✔
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賃貸借関連書類の確認方法

É シートの右側に記載の賃貸借契約などに関する条件をご確認のうえ、該当
する場合は、指定の書類をご準備ください。
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¸ 条件⓫～⓯を確認し、該当する場合は、指定の書類を準備し、□に✔を
入れます。

該当する申請者の方にご提出いただく書類

（例）⓭の条件に該当する場合、シートの左側で確認した書類に加えて、賃貸借契約
証明書（申請補助シート集の④-4）が必要です。

シートの右側で、
各種賃貸借契約の
条件をご確認ください

必要な書類を準備したら、
□に✔を入れます

✔
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賃貸借関連書類の構成

É 賃貸借契約確認に必要な書類は、2020 年3月31日と申請日時点で有効
な賃貸借契約を示す書類と申請日から直前３か月分の支払実績です。

É シート集の付録「提出書類の確認」でも必要書類がご確認いただけます。

賃貸借契約確認に必要な書類

すべての申請者の方に提出していただく書類

❾2020 年3月31日と申請日時点で有効な賃貸借
契約書の写しなど

❿申請日から直前３か月分の賃料などの支払実績の写し

該当する申請者の方に提出していただく書類

【申請日時点において契約を更新（賃貸借契約書などに自動更新の条項がある場合

も含む）または延長しているなどにより、契約期間が更新されていても、賃貸借契約書

などに記載の契約期間が2020 年3月31日と申請日を含まない場合】

⓫賃貸借契約書などの写しと賃貸借契約書更新の
覚書など

【2020 年3月31日から申請日までの間に、引越しなどにより、新たな契約を締結した場合
や契約を改訂（契約期間以外）した場合】

⓬申請日時点で有効な賃貸借契約書など

【賃貸借契約書上の賃貸人（かしぬし）の名義が現在の賃貸人（かしぬし）の名義と
異なる場合】

⓭賃貸借契約等証明書（申請補助シート④-4）

【賃貸借契約書上の賃借人（かりぬし）の名義が申請者の名義と異なる場合】

⓮賃貸借契約等証明書（申請補助シート④-5）

【賃貸人から賃料の支払免除・猶予により申請日からさかのぼって直前３か月以内に
支払った、２か月前または３か月前の分の支払実績をご準備できない場合】

⓯支払免除などの証明
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賃貸借関連書類の詳細 ❾賃貸借契約書など

É 2020 年3月31日と申請日時点で有効な賃貸借契約書などの写しを

ご準備ください。

❾ 賃貸借契約書など、全ページの写し

１
賃
貸
借
物
件

所 在 物件名

種 類 ①居宅 ②共同住宅 ③その他（ ）

構 造 造 葺 建

床面積 １階 ㎡、 ２階 ㎡

2 賃貸借期間 年 月 日から 年 月 日まで 年間

3 賃料等 １か月金 円也、共益費１か月 円也

4 支払い方法

毎月 日までに翌月分を、甲に
①持参
②振込
普通・当座番号

5 使用目的
①居住用（同居人 人）、②事務所用（ ）
③その他（ ）

6 敷金 金 円也（賃料 か月分）

契約締結日 年 月 日

賃貸人
（甲）

住所（所在地）

氏名（名称） ㊞

賃借人
（乙）

住所（所在地）

氏名（名称） ㊞

連帯保証人
（丙）

住所（所在地）

氏名（名称） ㊞

仲介人

住所（所在地）

氏名（名称） ㊞

宅地建物
取引責任者

登録番号

氏名（名称） ㊞

建物賃貸借契約書

賃貸人 （以下「甲」という）

と賃借人 （以下「乙」という）

および乙の連帯保証人 （以下「丙」という）

とは、次のとおり契約を締結します。

賃貸借契約書の例

該当する記載事項が
わかるように印をつける

¸ 賃貸借契約書をご準備いただく場合、以下の情報が記載されている必要
があります。
β提出する書類の下記項目を枠で囲ってください。

Å 賃貸人（かしぬし）・賃借人（かりぬし）の氏名（屋号など）
Å 物件名、賃料および共益費、管理費
Å 契約締結日、契約開始・終了期間
Å 賃貸借契約であることを示す記載事項
Å 土地・施設・建物・事務所・店舗・物件・駐車場・車庫・倉庫を対象
とした契約であることを示す記載事項
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¸ 賃貸借契約書が存在しない場合、賃貸借契約等証明書（申請補助
シートの④-1）に必要事項を記入し、ご提出ください。

Åご提出いただく賃貸借契約等証明書は、賃貸人（かしぬし）・賃借人
（かりぬし）の自署のみ有効です。

Åすべての項目が記入必須です（メールアドレスはのぞく）。

賃貸人（かしぬし）
の自署のみ有効です
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賃貸借関連書類の詳細 ❾賃貸借契約書など

賃借人（かりぬし）
の自署のみ有効です

¸ 土地・建物を賃貸借ではない形態で利用していて、業界団体等による
ガイドラインがある場合、以下２点の書類をご準備ください。

Å賃貸借ではない形態の契約などを証明する書類

Åその書類が、業界団体等によるガイドラインにのっとっていることを宣誓した
書類

（宣誓書についてはhttps :// www.meti.go.jp/covid -19/yachin -
kyufu/guideline_youken.html をご確認ください。）

¸ 土地・建物を賃貸借ではない形態で利用していて、業界団体等による

ガイドラインもない場合、以下２点の書類をご準備ください。

Å賃貸借ではない形態の契約などを証明する書類

Åその書類が、賃貸借契約に相当する契約であることを説明する書類

原
則

2
0
1
9
年

新
規
開
業
特
例

Ｂ

罹
災
特
例

Ｃ

事
業
承
継
特
例

賃
貸
借
契
約
関
連

2
0
2
0
年

新
規
開
業
特
例

A

D



65

賃貸借関連書類の詳細 ❿賃料の支払実績の証明

É 申請日から直前3か月間に支払った各月の賃料および共益費、管理費の
支払実績を証明する書類をご準備ください。

É 賃料の支払実績の考え方については、68ページをご確認ください。

❿ 賃料および共益費、管理費の支払実績を証明する書類

¸ 銀行通帳（電子通帳を含む）の表紙と支払ったことのわかるページの写し
をご準備いただく場合、以下の情報が記載されている必要があります。
β提出する書類の下記項目を枠で囲ってください。

Å口座名義人、振込先名、振込日付、振込金額

通帳の記帳面通帳の表紙

電子通帳 画面コピー 該当する箇所が
わかるように印をつける

４５６０４７９ ○○○○ 様

○○○○

ｶ) ○○

○○管理会社

○○○○

原
則

2
0
1
9
年

新
規
開
業
特
例

Ｂ

罹
災
特
例

Ｃ

事
業
承
継
特
例

賃
貸
借
契
約
関
連

2
0
2
0
年

新
規
開
業
特
例

A

D



66

賃貸借関連書類の詳細 ❿賃料の支払実績の証明

¸ 賃貸人（かしぬし）が発行した領収書など、賃貸借契約にもとづき支払い
がわかる書類を支払実績としてご準備いただく場合、以下の情報が記載
されている必要があります。
β提出する書類の下記項目を枠で囲ってください。

Å 賃貸人（かしぬし）・賃借人（かりぬし）の名義、支払い日、
支払い額および押印

¸ 銀行取引明細書（振込明細書）をご準備いただく場合、以下の情報が
記載されている必要があります。
β提出する書類の下記項目を枠で囲ってください。

Å 口座名義人、振込先名、振込日付、振込金額

Ԋ

ᴸ◓

̇ 250,000

ΰʺᴪ σςχ◦ ρΰο
2020 5Ὦ15 Ṝ τ ΜθΰϘΰθ

No. 000018
2020 5Ὦ 15

̟107-00̓ ̓
Ằ  Ỹ̓̓ ̓π̓̓

̓̓Ḛ ᵓּז

お取扱日 店 番 お取引内容

02-05 -15 ̎̎̎̎ カード振込

記 号 番 号

＊＊＊＊ ＊＊＊＊1234

取扱番号 お取引金額

NO ○○ ＊250,000

残高 ＊1,320,120

○○銀行
○○支店
普通 100○○○○

カ）○○カンリガイシャ

振込手数料 ＊420円

TEL：03-1234 -○○○○
タナカハナコサマ

ご利用いただきましてありがとうございました。
－○○銀行ー

ご利用明細票

該当する振込が
わかるように印をつける

該当する支払いが
わかるように印をつける

銀行取引明細書の例

賃貸人（かしぬし）が発行した領収書の例
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¸ 銀行通帳の写し、賃貸人（かしぬし）発行の領収書などをご準備できない
場合、支払実績証明書（申請補助シート④-2）に必要事項を記入し、

ご提出ください。

Åご提出いただく支払実績証明書は、賃貸人（かしぬし）・賃借人

（かりぬし）の自署のみ有効です。

Åすべての項目が記入必須です（メールアドレスはのぞく）。

賃貸借関連書類の詳細 ❿賃料の支払実績の証明
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賃貸人（かしぬし）
の自署のみ有効です

賃借人（かりぬし）
の自署のみ有効です

複数の月の賃料を
まとめて支払った場合は、
支払った年月日と
金額に加え、（合計）
欄の下に、何月分の
賃料かご記入ください
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賃貸借関連書類の詳細 ❿賃料の支払実績の証明

申請日直前3か月分の
支払実績があるため、

給付資格あり

É 申請日の直前1か月以内に支払った金額を算定の基礎とします。

É 申請日から直前3か月間に支払った各月の賃料および共益費、管理費の
支払実績を証明する書類をご準備ください。

É 申請日の直前1か月または直前3か月間の支払実績がない場合、給付
資格はありません。給付資格がない場合、少なくとも直前１か月間の家賃が
発生し、支払いをおこなった後、家賃支援給付金の申請をおこなってください。

例）申請日が8月10日で賃料の支払いを月初と想定した場合の給付資格は
以下のとおりです。

2019/8/10 ・・・

申請日
1か月前

7/10 8/10

申請日
3か月前

申請日
1年前

6/10

月払い

支払
実績なし

年払い

月払い

直前1か月に
支払実績あり

月払い

直前1か月に
支払実績なし

申請日直前3か月分の
賃料の支払実績が
ないため、

給付資格なし

申請した月の分を含む
１年分の賃料を

既に支払っているため、

給付資格あり

申請日直前1か月の
支払実績があり、

2か月分の「支払免除等
証明書」を提出

給付資格あり

申請日直前1か月の
支払実績がないため、

給付資格なし

支払い

支払い

-
未払い

-
未払い

申請日

支払い

支払い

-
未払い

-
免除・
猶予

支払い

支払い

-
未払い

-
免除・
猶予

2020/5/10

支払い

＜賃料の支払実績の考え方＞
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賃貸借関連書類の詳細 ⓫契約更新などの証明

69

É 申請日時点において契約を更新または延長しているなどにより、自動更新で
契約期間が更新されていても、賃貸借契約書などに記載の契約期間が
2020 年3月31日と申請日を含まない場合、以下のいずれか１つを
ご準備ください。

Å2020 年3月31日および申請日にて有効な賃貸借関係が存在することが
わかる書類（例：契約更新の覚書など）

Å賃貸借契約等証明書（申請補助シート④-3）

⓫ 賃貸借契約書などの更新の証明

¸ 2020 年3月31日から申請日の間で有効な賃貸借契約関係が存在する
ことがわかる書類（例：契約更新の覚書など）をご準備いただく場合、
以下の情報が記載されている必要があります。
β提出する書類の下記項目を枠で囲ってください。

Å2020 年3月31日から申請日までの期間の契約が有効であることを示す
文面など

Å契約書の物件と同一であることを示す文面

Å賃貸人（かしぬし）・賃借人（かりぬし）の自署または記名押印

β契約更新の覚書などが複数ある場合、更新後の契約期間に2020 年3月
31日・申請日が含まれている最新のものを提出してください。

建物賃貸借契約の更新に関する合意書

貸主○○○（以下、「甲」という。）と借主○○○（以下、「乙」という。）は、
本日、後記物件目録記載の建物（以下、「本件建物」という。）に関し、
次のとおり合意した。

第１条 本件建物について、甲乙間で締結した平成○年○月○日付
建物賃貸借契約（以下、「旧契約」という。）は、令和○年○月○日に
その契約期間を満了するが、旧契約の期間満了後、さらに○年間、旧契約と
同一条件で賃貸借契約を更新することを甲乙双方合意する。

第２条 乙は甲に対し、本日、更新料として金○○○○円を支払う。

第３条 乙が旧契約締結の際、甲に差し入れた敷金は、更新後の契約の
敷金として引き継ぐものとし、甲は旧契約終了時にこれを乙に返還する
ことを要しない。

以上のとおり合意したことを証するため、本書２通を作成し、甲乙各自署名
押印のうえ、甲乙各自その１通を保有する

令和○年○月○日
貸主（甲） 住所

氏名

借主（乙） 住所

氏名

賃貸借契約更新の覚書の例

賃貸人（かしぬし）の
自署または記名押印

賃借人（かりぬし）の
自署または記名押印
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賃貸人（かしぬし）
の自署のみ有効です

¸ 契約更新の覚書などをご準備いただけない場合、賃貸借契約等証明書
（申請補助シート④-3）に必要事項を記入し、ご提出ください。

Åご提出いただく賃貸借契約等証明書は、賃貸人（かしぬし）・賃借人
（かりぬし）の自署のみ有効です。

Åすべての項目が記入必須です（メールアドレスはのぞく）。
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賃貸借関連書類の詳細 ⓫契約更新などの証明

賃借人（かりぬし）
の自署のみ有効です
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賃貸借関連書類の詳細 ⓬契約改訂などの証明

71

⓬ 申請日時点で有効な賃貸借契約書など、全ページの写し

É 2020 年3月31日から申請日までの間に、引越しなどにより、新たな賃貸借
契約を締結した場合、もしくは賃貸借契約を改訂（契約期間以外）した
場合は、申請日時点で有効な賃貸借契約の写しなどをご準備ください。

建物賃貸借契約の改定に関する合意書

貸主○○○（以下、「甲」という。）と借主○○○（以下、「乙」という。）は、
本日、後記物件目録記載の建物（以下、「本件建物」という。）に関し、
次のとおり合意した。

第１条 本件建物について、甲乙間で締結した平成○年○月○日付
建物賃貸借契約（以下、「旧契約」という。）は、令和○年○月○日に
その契約期間を満了するが、旧契約の期間満了後、令和□年□月□日
まで契約期間を延長することとする

第２条 旧契約第○条記載の賃料を、令和○年○月○日より、
金○○○○円に改めることとする

以上のとおり合意したことを証するため、本書２通を作成し、甲乙各自署名
押印のうえ、甲乙各自その１通を保有する

令和○年○月○日
貸主（甲） 住所

氏名

借主（乙） 住所

氏名

賃貸借契約改定の覚書の例

¸ ❾で準備した書類と同等の書類を提出される場合は、本説明書63、64
ページを参照ください。

¸ 契約を改定し、有効な賃貸借契約関係が存在することがわかる書類
（例：改定覚書など）をご準備いただく場合、以下の情報が記載されて
いる必要があります。
β提出する書類の下記項目を枠で囲ってください。

Å申請日時点で有効な契約を改定したことを示す文面など

Å契約書の物件と同一であることを示す文面

Å賃貸人（かしぬし）・賃借人（かりぬし）の自署または記名押印

賃貸人（かしぬし）の
自署または記名押印

賃借人（かりぬし）の
自署または記名押印
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賃貸借関連書類の詳細 ⓭賃貸人の名義変更証明

⓭ 賃貸借契約書の賃貸人の名義変更証明

É 賃貸借契約書上の賃貸人（かしぬし）の名義が現在の賃貸人の名義と
異なる場合、賃貸借契約書証明書（申請補助シート④-4）をご準備
ください。

賃貸人（かしぬし）
の自署のみ有効です

¸ 賃貸借契約等証明書（申請補助シート④-4）に必要事項を記入し、

ご提出ください。

Åご提出いただく賃貸借契約等証明書は、賃貸人（かしぬし）・賃借人
（かりぬし）の自署のみ有効です。

Åすべての項目が記入必須です（メールアドレスはのぞく）。

賃借人（かりぬし）
の自署のみ有効です
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⓮ 賃貸借契約書の賃借人（かりぬし）の名義変更証明

¸ 賃貸借契約等証明書（申請補助シート④-5）に必要事項を記入し、

ご提出ください。

Åご提出いただく賃貸借契約等証明書は、賃貸人（かしぬし）・賃借人
（かりぬし）の自署のみ有効です。

Åすべての項目が記入必須です（メールアドレスはのぞく）。

賃貸人（かしぬし）
の自署のみ有効です

事業承継・改姓・
その他の

理由をご記入ください
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賃貸借関連書類の詳細 ⓮賃借人の名義変更証明

賃借人（かりぬし）
の自署のみ有効です

É 賃貸借契約書上の賃借人（かりぬし）の名義が申請者の名義と異なる
場合、賃貸借契約書証明書（申請補助シート④-５）をご準備ください。
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賃貸借関連書類の詳細 ⓯支払免除などの証明

É 賃貸人（かしぬし）から賃料の支払免除・猶予により、申請日から
さかのぼって直前３か月以内に支払った、または２か月前または３か月前の
分の支払実績をご準備できない場合、以下のいずれか１つをご準備ください。

Å 申請日の２か月前または３か月前の分の賃料支払いの免除・猶予を
受けたことを証明する書類

Å 支払免除等証明書（申請補助シート④-6）

¸ 申請日の２か月前または３か月前の分の賃料支払いの免除・猶予を受けた
ことを証明する書類をご準備いただく場合、以下の情報が記載されている
必要があります。
β提出する書類の下記項目を枠で囲ってください。

Å契約書の物件などと同一であること示す文言

Å支払いの免除・猶予が実施されていることを示す文言

Å支払いの免除・猶予の期間など

Å賃貸人（かしぬし）・賃借人（かりぬし）の自署または記名押印

賃料の免除に関する覚書

貸主○○○（以下、「甲」という。）と借主○○○（以下、「乙」という。）は、
本日、○年○月○日付で締結された〇〇ビル賃貸借契約（以下、「原契約」
という）に関し、次のとおり合意した。

第１条 甲は、乙の賃料支払を免除するものとする

第２条 前条の賃料支払免除期間は以下の通りとする
令和○年○月〇日～令和△年△月△日

第３条 本覚書に定める事項以外については、原契約の定めによるものとする

対象物件：○○市○○区○○丁目○ー○○
○○ビル ○○階○○号室

以上のとおり合意したことを証するため、本書２通を作成し、甲乙各自記名押印
のうえ、甲乙各自その１通を保有する

令和○年○月○日
貸主（甲） 住所

氏名

借主（乙） 住所

氏名

賃料支払免除の覚書の例

⓯ 支払免除などの証明

該当する箇所が
わかるように印をつける
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賃貸借関連書類の詳細 ⓯支払免除などの証明

¸ 申請日の２か月前または３か月前の分の賃料支払いの免除・猶予を受けた
ことを証明する書類をご準備いただけない場合、支払免除等証明書（申請
補助シート④-6）に必要事項をご記載いただき、ご提出ください。

Åご提出いただく支払免除等証明書は、賃貸人（かしぬし）・賃借人

（かりぬし）の自署のみ有効です。

Åすべての項目が記入必須です（メールアドレスはのぞく）。

賃貸人（かしぬし）
の自署のみ有効です

賃借人（かりぬし）
の自署のみ有効です
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賃貸借関連情報の記入例

É 「申請補助シート集」の「賃貸借関連情報」で申請シートへの記入方法に
ついて説明します。

賃貸借関連の情報
を記入するための
シート



賃貸借関連情報の記入例

賃貸人情報

■ 賃貸人情報

É ②「賃貸借関連情報」シートとの記入例です。

É ❾「賃貸借契約書など」（63、64ページ）を参照のうえ、ご記入ください。

É 各項目を記入すると同時に、提出する書類の引用部分を枠で囲ってください。

現在の賃貸人情報
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2020 年4月1日以降の賃貸借契約の変更の有無
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伊藤 太郎

イトウタロウ

100        0000

東京 千代田

○ - ○○

○○ビル

○○○ ○○○○ ○○○○

̓ ̓



賃貸借関連情報の記入例

賃借人情報

É ❾「賃貸借契約書など」（63、64ページ）を参照のうえ、ご記入ください。

管理会社
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賃貸借関連情報の記入例

「契約期間」について、以下をご参考にご自身の契約内容に即した契約期間を
ご記入ください。

•賃貸借契約書に記載されている申請日以降の契約終了日をご記入ください。

•契約開始日が2020 年3月31日より前で、申請日までの間に契約が更新/改訂
されており、新たな契約書をお持ちの場合は、新たな賃貸借契約書に記載されて
いる契約終了日をご記入ください。

1

契約情報

É ❾「賃貸借契約書など」（63、64ページ）を参照のうえ、ご記入ください。

80

契約締結日 西暦 年 月 日

契約期間 ★注1

西暦 年 月 日 から

西暦 年 月 日 まで

※自動更新により契約期間が更新されていても、賃貸借契約書などに記載の契約期間が2020年3月31日と申請日
を含まない場合、申請補助シート④-3をご記入ください。

申請日までの間に契約を更新しましたか？ □ はい □ いいえ

売上に応じて賃料の金額が変わる場合は□
に✔を入れてください

□ 売上に応じて賃料の金額が変わる

2011

2011

2011

1 1

1 1

12 31
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賃貸借関連情報の記入例

賃料については、以下「記入にあたってのポイント」をご確認のうえ、ご記入ください。1

◆記入にあたってのポイント

Å1か月分に相当する金額をご記入ください。

Å賃料、共益費・管理費の金額のみご記入ください。

Å共益費・管理費がない場合、または分けられない場合、賃料欄のみご記入ください。

Å自宅兼店舗、自宅兼事務所については、事業用の地代・家賃として税務申告して
いる金額のみご記入ください。

Å売上に応じて賃料、共益費・管理費の金額が変わる場合、売上によって変わった
賃料、共益費・管理費を含めた2020 年3月中の支払実績をご記入ください。

Å物件の一部を転貸（又貸し）している場合、その分を差し引いた賃料、共益費・
管理費をご記入ください。

Å月払以外の支払い方法である場合、申請日からさかのぼって直前に支払った賃料
および共益費・管理費をご記入ください。

本契約内の賃料情報

É ❾「賃貸借契約書など」（63、64ページ）を参照のうえ、ご記入ください。
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賃貸借関連情報の記入例

居住する自宅の一部を、店舗または事務所として使用している場合は〈図2〉をご確認
のうえ、□に✔を入れてください。1

物件情報

〈図2〉自宅兼店舗または自宅兼事務所

居住スペース

店舗または事務所 店舗・事務所利用分のみ
本制度の対象

一契約として
まとめて

賃料支払い

自宅としての居住スペースは
本制度の対象外

É ❾「賃貸借契約書など」（63、64ページ）を参照のうえ、ご記入ください。
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居住する自宅の一部を、店舗または事務所として使用しており、まとめて賃料などの支払いを行っている場合

２
１つの賃貸借契約に複数物件ある場合、２物件目以降の情報はシート③追加物件
情報シートをご記入ください。最大20物件まで申請を行うことが可能です。
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申請日からみて過去1か月以内の支払実績を税込金額で記入してください。

例：申請日が2020 年7月15日の時、2020 年6月16日から7月15日までの期間の
支払実績のこと。但し、年払などの場合をのぞく。

1

賃貸借関連情報の記入例

賃料の支払情報

É ❾「賃貸借契約書など」（63、64ページ）を参照のうえ、ご記入ください。

◆記入にあたってのポイント

Å84ページ〈図3〉をご確認のうえ、1か月分に相当する金額をご記入ください。

Å賃料、共益費・管理費の金額のみご記入ください。

Å共益費・管理費がない場合、または分けられない場合、賃料欄のみご記入ください。

Å自宅兼店舗、自宅兼事務所については、事業用の地代・家賃として税務申告して
いる金額のみご記入ください。

Å売上に応じて賃料、共益費・管理費の金額が変わる場合、過去1か月以内に
支払った賃料の金額をご記入ください。

Å物件の一部を転貸（又貸し）している場合、その分を差し引いた賃料、共益費・
管理費をご記入ください。

Å月払以外の支払い方法である場合、申請日からさかのぼって直前に支払った賃料
および共益費・管理費をご記入ください。
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賃貸借関連情報の記入例

〈図3〉年払の場合の月額賃料計算イメージ

契約期間：1年間（12か月）

契約期間の
賃料支払い
総額

（120万円）

契約期間
（12か月）

÷ ＝

“月額賃料および
共益費・管理費
合計”に記入する
金額(10万円)

契約期間の賃料支払い総額
（120万円）
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３．ご来場前・当日のお願い

85



申請サポート会場は、完全予約制となります。

WEBまたは電話予約窓口へのお電話にて、申請サポート会場の予約を
入れてからご来場ください。

Â 家賃支援給付金の申請サポート会場予約ホームページ
https://rsv.yachin -shien.go.jp

Â 電話予約窓口：0120 -150 -413（フリーダイヤル）

申請には、手続用ログインID/ パスワードが必要となります。

来場前に、家賃支援給付金のWEB申請用ログイン画面にアクセスし、
手続用ログインID/パスワードを取得してください。

※来場前に、手続用メールアドレスが無く、手続用ログインID/ パスワードを
ご用意できない場合、来場時に取得していただくことも可能です。

① 家賃支援給付金のWEB申請用ログイン画面へアクセス

Â 家賃支援給付金 WEB申請用ログイン画面
https://reception.yachin -shien.go.jp/login

② 申請ボタンを押して、手続用メールアドレスなどを入力して[仮登録]へ

③ 入力した手続用メールアドレスに、メールが届いていることを確認して
[本登録]へ

④ 手続用ログインID /パスワードを入力すると[マイページ]へログイン

申請サポート会場ご来場前のお願い

É 申請サポート会場での申請の手続にあたり、事前に以下2点について
ご対応ください。

2. 申請サポート会場の利用予約

1. 手続用ログインID/ パスワードの取得

86



申請サポート会場ご来場当日のお願い

É 申請サポート会場での申請の手続きにあたり、当日は以下をご準備ください。

必要な書類一式

マスク

新型コロナウイルス感染防止のため、
申請サポート会場へお越しの際は
マスクを着用ください。

手続用ログインID/ パスワード

前ページで、WEBから手続用
ログインID/パスワードを取得
された場合、申請当日に会場に
お持ちください。

ボールペン

新型コロナウイルス感染防止のため、
ボールペンをお持ちください。
（会場での準備はございません。）

申請後の状況に関するご連絡

Â申請後の状況に関するご連絡をメールで希望される方は、当日に
手続用メールアドレスをご準備ください。

手続用ログインID/ パスワードを事前に取得されていない場合、当日
に会場にてメール受信をおこなうため、メールが受信できる
スマートフォンなどをお持ちください。

Â手続用メールアドレスがない場合、申請後の状況について、電話での
ご連絡になります。

手続用ログインID ●●●●●

パスワード ：●●●●●●●●

87

※申請者本人による申請を原則とし、委任状は受け付けません。
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４．付録
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【付録】誓約書の補足説明

誓約書の補足説明

1. 申請者は、家賃支援給付金を受給後も、事業を継続する意思があること

2. 申請者は、給付対象条件を満たしていること

3. 申請者は、賃貸借契約等に基づいて、自ら営む事業のために他人の所有する土地又は建物を使用及び収益して
いること

4. 申請者は、申請に係る土地又は建物を他者に転貸していないこと

5. 申請者は、申請に係る土地又は建物が転貸を制限する条項に違反していることを、契約時に認識していなかったこと

6. 申請者は、法律上の原因なく又は違法に土地又は建物を使用及び収益していないこと

7. 申請者は、申請に係る土地又は建物に関し、自己取引及び親族間取引を行っていないこと

8. 必須記入事項や証拠書類等の内容が虚偽でないこと

É 申請補助シートと一緒にご提出いただく「誓約書」について説明します。

1

「給付対象条件を満たしていること」とは、以下の要件に該当していることを意味します。

①2020 年4月1日時点において、次のイ又はロのうちいずれか一つの要件を満たす個人又は法人であること。ただし、組合若しくはその
連合会又は一般社団法人については、その直接又は間接の構成員たる事業者の3分の2以上が個人又は次のいずれかを満たす
法人であること。

イ 資本金の額又は出資の総額が10億円未満であること。

ロ 資本金の額又は出資の総額が定められていない場合は、常時使用する従業員の数が2,000 人以下であること。

②2019 年12月31日以前（2020 年新規開業特例用いる場合は、2020 年3月31日以前）から事業により事業収入
（確定申告書（法人税法（昭和40年法律第34号）第2条第1項第31号に規定する確定申告書を指す。以下同じ。）
別表1における「売上金額」欄に記載されるものと同様の考え方によるものとする。）を得ており、今後も事業を継続する意思がある
こと。

③2020 年5月1日以降、新型コロナウイルス感染症拡大の影響等により、次の各号のいずれかに該当すること。

イ 2020 年5月から申請を行う日（以下「申請日」という。）の属する月の前月までの間に、事業収入が前年同月比（※）で
50％以上減少した月（以下「対象月」という。）が存在すること。

ロ 2020 年5月から申請日の属する月の前月までの間に、連続する3か月の事業収入の合計が前年同期比（※）で30％
減少した期間（以下「対象期間」という。）が存在すること。

※ 例外を用いる場合は、例外ごとに定める月・期間と比べるものとする。

1

「申請に係る土地又は建物を他社に転貸していないこと」とは、

①申請に係る土地又は建物の全部を他者に転貸していないこと、

または

②土地又は建物の一部を転貸している場合には、当該転貸部分に係る賃料等を除いて申請すること

を意味します。

2

2

「申請に係る土地又は建物が転貸を制限する条項に違反していること」とは、

①申請に係る土地又は建物が、転貸されたものである（賃貸人が誰かから借りた土地又は建物を、さらに申請者に貸している）こと

②その土地又は建物について、本来は申請者への転貸をしてはいけないこととされていたこと

を意味します。

また、「契約時に認識していなかったこと」とは、上記①②を、契約時に知っていたことを意味します。

3

3

「自己取引及び親族間取引を行っていないこと」とは、以下のいずれにも該当しないことを意味します。

1.賃貸人等が申請者の代表取締役である。

2.賃貸人等が申請者の親会社等（会社法（平成17年法律第86号）第2条第4号の2に規定する親会社等をいう。）又は
子会社等（会社法第2条第3号の2に規定する子会社等をいう。）である。

3.賃貸人等が申請者の代表取締役の配偶者又は一親等内の血族若しくは姻族である。

4

4
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【付録】誓約書の補足説明

不正受給とは、偽りその他不正の行為（詐欺、脅迫、贈賄その他の刑法（明治40年法律第45号）各本条に規定するものを
いう。）のほか、刑法上の犯罪を構成するに至らない場合であっても、故意に基本情報等に虚偽の記入を行い又は偽りの証明を行う
ことより、本来受けることができない給付金を受け、又は受けようとすること等を意味します。

誓約書の補足説明

9. 申請者は、過去、家賃支援給付金の給付通知を受け取った者でないこと

10. 申請者は、不給付要件に該当しないこと

11. 申請者は、事務局及び中小企業庁長官の委任した者が行う、関係書類の提出指導、事情聴取、立ち入り検査等
の調査に応じること

12. 申請者は、不正受給が判明した場合には、規定に従い給付金の返還等を行うこと

13. 申請者は、暴力団排除に関する誓約事項に同意すること

14. 申請者は、給付金の申請及び給付に関する情報が、本事業の適切な執行を含む正当な理由において、警察その
他の行政機関に共有される場合があることに同意すること

15. 申請者は、家賃支援給付金給付規程に従うこと

1

2

暴力団排除に関する誓約事項

当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、給付金の給付の申請から、給付金の受給後においても、下記の
いずれにも該当しないことを誓約いたします。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることと
なっても、異議は一切申し立てません。

一． 法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律
第77号）第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、
法人である場合は役員、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、
暴力団員（同法第2条第6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。

二． 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力
団員を利用するなどしているとき。

三． 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の
維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。

四． 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有しているとき。

3

2

「不給付要件に該当しないこと」とは、以下のいずれにも該当しないことを意味します。

一．国、法人税法別表第１に規定する公共法人

二．風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）に規定する「性風俗関連特殊営業」又は
当該営業にかかる「接客業務受託営業」を行う事業者

三．政治団体

四．宗教上の組織若しくは団体

1

3
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家賃支援給付金 申請サポート会場 電話予約窓口

※ お掛け間違えのないよう十分にご注意ください。

※ 申請サポート会場のお電話でのご予約は、上記電話予約窓口以外では、
お受けいたしておりません。ご不便をお掛けいたしますが、ご理解くださいます
ようお願い申し上げます。

0120-150-413（フリーダイヤル）

応対時間 ： 9:00～18:00
（土日・祝日を含む）

その他、制度全般に関するお問合せはこちらにお願いします

家賃支援給付金 お問い合わせ窓口 コールセンター

0120-653-930 （フリーダイヤル）

応対時間 ： 8:30～19:00
8月31日まで ： 全日対応
9月1日以降 ： 平日・日曜日対応

（土曜日・祝日除く）

「家賃支援給付金コールセンター」を装った
詐欺の電話にご注意ください

家賃支援給付金コールセンターを装って、お電話で手続用パスワード等を

取得しようとする詐欺にご注意ください。

申請サポート会場で申請された方で、申請に不備があった場合、

家賃支援給付金事務局より、お電話させていただくことはありますが、

お電話で手続用パスワードを求めることはございません。

そうした電話については、詐欺の疑いがあります。

「もしかして」と疑われる電話がございましたら、

家賃支援給付金 お問い合わせ窓口 コールセンターにご連絡ください。


